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〔
省

令
〕

〇
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令

第
七
条
第
三
項
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
省

令
（
財
務
三
）

J

〔
告

示
〕

〇
平
成
二
十
三
年
（
二
千
十
一
年
）
東
北
地

方
太
平
洋
沖
地
震
に
つ
い
て
の
特
定
災
害

の
指
定
及
び
こ
れ
に
よ
り
相
当
な
損
害
を

受
け
た
地
域
の
指
定
に
関
す
る
件

（
財
務
八
三
）

J

〇
寄
附
金
控
除
の
対
象
と
な
る
寄
附
金
又
は

法
人
の
各
事
業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計

算
上
損
金
の
額
に
算
入
す
る
寄
附
金
を
指

定
す
る
件
（
同
八
四
）

〇
青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福
島
県
、

茨
城
県
に
お
け
る
国
税
に
関
す
る
申
告
期

限
等
を
延
長
す
る
件
（
国
税
庁
八
）

K

〇
財
務
省
令
第
三
号

国
債
に
関
す
る
法
律
（
明
治
三
十
九
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
一
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
個
人
向
け
国
債
の

発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
七
条
第
三
項
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
十
五
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
七
条
第
三
項
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
省
令

平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
及
び
長
野
県
北
部
の
地
震
に
よ
り
、
災
害
救
助
法
施
行
令
第
一
条
第
一
項

第
三
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
特
別
の
事
情
及
び
同
項
第
四
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
基
準
を
定
め
る
省
令

（
平
成
十
二
年
厚
生
省
令
第
八
十
六
号
）
第
二
条
第
一
号
に
該
当
す
る
も
の
と
し
て
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法

律
第
百
十
八
号
）
の
適
用
を
受
け
た
区
域
に
居
住
す
る
、
個
人
向
け
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
（
平
成
十
四
年
財

務
省
令
第
六
十
八
号
）
第
七
条
第
一
項
第
二
号
に
該
当
す
る
者
が
同
条
同
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
を
す
る
と
き
に
お
い

て
、
取
扱
機
関
が
当
該
請
求
者
と
面
識
が
あ
る
場
合
そ
の
他
の
当
該
請
求
者
が
当
該
区
域
に
居
住
し
て
い
る
こ
と
を
確

認
で
き
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
同
条
第
三
項
に
定
め
る
書
類
が
提
出
さ
れ
た
も
の
と
み
な
す
。

附

則

１

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一
日
か
ら
適
用
す
る
。

２

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
三
年
四
月
十
五
日
以
前
に
発
行
さ
れ
又
は
こ
の
省
令
の
公
布
の
日
以
前
に
発
行
さ
れ
た

個
人
向
け
国
債
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

〇
財
務
省
告
示
第
八
十
三
号

関
税
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
六
十
一
号
）
第
二
条
の
三
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
項
の
特
定
災
害
と
し
て

平
成
二
十
三
年
（
二
千
十
一
年
）
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
を
指
定
し
、
次
に
掲
げ
る
地
域
を
同
項
の
特
定
災
害
に
よ

り
相
当
な
損
害
を
受
け
た
地
域
と
し
て
指
定
す
る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
十
五
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

〇
財
務
省
告
示
第
八
十
四
号

所
得
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
三
十
三
号
）
第
七
十
八
条
第
二
項
第
二
号
及
び
法
人
税
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第

三
十
四
号
）
第
三
十
七
条
第
三
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
寄
附
金
控
除
の
対
象
と
な
る
寄
附
金
又
は
法
人
の
各
事

業
年
度
の
所
得
の
金
額
の
計
算
上
損
金
の
額
に
算
入
す
る
寄
附
金
を
次
の
よ
う
に
指
定
し
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十
一

日
か
ら
平
成
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
支
出
さ
れ
た
寄
附
金
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

平
成
二
十
三
年
三
月
十
五
日

財
務
大
臣

野
田

佳
彦

社
会
福
祉
事
業
に
関
す
る
民
間
奉
仕
活
動
を
行
う
団
体
等
が
平
成
二
十
三
年
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
又
は
長
野
県

北
部
の
地
震
（
平
成
二
十
三
年
三
月
十
二
日
に
発
生
し
た
長
野
県
北
部
を
震
源
と
す
る
地
震
を
い
う
。）に
よ
る
被
災
者

の
救
援
活
動
等
に
必
要
な
資
金
に
充
て
る
も
の
と
し
て
、
社
会
福
祉
法
人
中
央
共
同
募
金
会
に
対
し
て
支
出
さ
れ
た
寄

附
金
の
全
額

˜
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